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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(1) 対象地域 

構成市町村名   鳥羽市 

面    積   107.34km2 

人     口   17,437人（令和4年3月31日現在） 

該当する地域   離島地域、山村地域、半島地域、過疎地域 

 

(2) 計画期間 

本計画は、令和5年4月1日から令和12年3月31日までの7年間を計画期間とする。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。 

 

(3) 基本的な方向 

 1）地域の特徴と循環型社会形成に向けた基本的な方向性 

   鳥羽市（以下、「本市」という）は、志摩半島の北東端に位置し、西は伊勢市、南は志摩市と接

しており、北と東は海に面し、伊勢湾と太平洋を分ける位置にある。また、有人離島４島を有して

おり、気候は温暖で、美しいリアス海岸が広がっている。これらのことから、市域全体がほぼ伊勢

志摩国立公園に指定され、豊かな自然環境が保たれている。 

   主要な産業は観光業であり、令和５年の観光客数は3,908千人と、県内有数の観光都市である。 

このような地域特性のもと、本市のごみ処理の方針としては、現行の分別区分及び処理体制を維

持していくことを基本とし、あわせて地域住民、事業者、行政の三者が一体となって、ごみの発生

抑制、再使用、資源化に向けた取り組みを推進することにより、循環型社会の構築及び人と自然と

産業との調和を目指す。 

 2）生活排水処理に関する基本的な方向性 

近年の加茂川の水質については、環境基準以内で良好な状態を保っている。しかし、妙慶川につ

いては、環境基準以内であるが依然として生活排水の臭い等があり、様々な対策を講じているとこ

ろであるが、単独処理浄化槽や汲み取り設備の残る地域であるとともに、住宅が密集している状況

下で物理的に合併処理浄化槽に転換できないところが多く、根本的な改善に至っていない状況であ

る。 

市全体としては、住宅の合併処理浄化槽への転換を推進するとともに、妙慶川流入区域において

は加えて事業所の合併処理浄化槽への転換を推進していく方針である。 

3)ごみ処理に関する基本的な方向性 

   本市の焼却処理及び資源化については、鳥羽志勢広域連合「やまだエコセンター」で中間処理を

行っており、可燃ごみについては、高効率ごみ発電施設で焼却処理を行い、スラグ・メタルを回収

し、発生した溶融飛灰については、民間事業所に最終処分を委託している。 

また、不燃ごみについては「やまだエコセンター」のリサイクルセンターで破砕処理もしくは、

鳥羽市独自の委託契約により独自処分し、粗大ごみについては、「やまだエコセンター」のリサイ

クルセンターに搬入し、資源化している。 

松尾町にある鳥羽市清掃センター焼却施設については既に稼働を停止しており、解体撤去後の跡
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地利用として廃棄物ストックヤードとして利用する予定である。 

 

4) ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

平成10年10月に三重県が策定した「三重県ごみ処理広域化計画」では、伊勢広域環境組合を構成

する伊勢市、明和町、玉城町、度会町と鳥羽志勢広域連合を構成する鳥羽市、志摩市、南伊勢町を

合わせて「伊勢志摩ブロック」に位置付けられている。ごみ処理については、既に２市１町の広域

化が図られており、現在の処理体制を維持していく計画である。 

なお、本市においては平成26年4月1日から鳥羽志勢広域連合の廃棄物処理施設「やまだエコセン

ター」が稼働したことに伴い、鳥羽市清掃センターは平成26年3月末で焼却処理施設の稼働、最終処

分場の埋立を終了した。 

 

5) プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

これまで本市では、容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容器包装リサ

イクル法）に基づき、分別収集、再商品化が進められてきたが、プラスチック容器包装廃棄物以外

のプラスチック使用製品廃棄物は、異物として除去され再商品化は行われていなかった。 

容器包装プラスチックについては、選別作業後に再商品化に向け鳥羽志勢広域連合「やまだエコ

センター」に搬入され、圧縮減容化(ベール化)し、再商品化事業者に引き取られているものの、製

品プラスチックについては、再商品化に向け対応可能な収集、選別体制は確立されているが、フレ

ーク化等の処理設備、設備増設スペース等が無いのが現状であり再商品化は行われていない。 

鳥羽市は過疎地域に指定されているが、製品プラスチックの再商品化については計画期間中に取

り組むこととし、本市だけでなく広域連携による対応が必要となるため、鳥羽志勢広域連合、構成

市町と協議及び調整し、再商品化の実施方法や実施時期について検討を行う。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

(1) 一般廃棄物等の処理の現状 

令和５年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりである。 

 

 

(2) 生活排水の処理の現状 

令和3年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は図２のとおりである。 

生活排水処理対象人口は、全体で17,437人であり、水洗化人口は、14,081人、水洗化率80.7％である。

また、汚水衛生処理人口は、全体で7,432人、汚水衛生処理率42.6％である。 

し尿発生量は2,204㎘／年、浄化槽汚泥発生量は、7,224㎘／年であり、処分量（＝収集・運搬量）は9,428

㎘／年である。 

  

図２ 生活排水の処理状況フロー 

  

総人口

17,437人

汚水衛生処理人口

7,432人

（42.6％）

公共下水道

1,260人

（7.2％）

合併処理浄化槽

6,172人

（35.4％）

未処理人口

10,005人

（57.4％）

単独処理浄化槽
6,649人

（38.1％）

非水洗化人口
3,356人

（19.2％）

浄化槽汚泥発生量 

7,224㎘ 

し尿発生量 

2,204㎘ 

図１ 一般廃棄物の処理状況フロー（令和５年度） 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 
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(3)一般廃棄物等の処理の目標 

 本計画期間中においては、廃棄物の減量化、資源化を含め循環型社会の実現を目指し、表 1のとおり

目標値を定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。なお、「現状」欄については、直近の実

績として令和５年度としている。 

 

表１ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対

する割合 

※２ （１事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝／（事業所数） 

※３ （１人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝／（人口） 

≪用語の定義≫ 

 排出量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）〔単位：トン〕 

 総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和〔単位：トン〕 

 エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕 

 最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕 

 

本計画目標達成時の一般廃棄物の処理状況フローは、図３のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（令和 12年度）  

3,247トン 3,100トン -(5%)

3.05トン /事業所 3.43トン /事業所 (13%)

4,443トン 4,300トン -(3%)

462トン kg/人 400トン kg/人 -(13%)

7,690トン 7,400トン -(4%)

114トン (1.5%) 120トン (1.6%) (5%)

1,395トン 1,525トン (20.0%) (9%)

2,030MWH 1,880MWH

- -

最終処分量 76トン (1.0%) 70トン (0.9%) -(8%)埋立最終処分量（トン）

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）

エネルギー

回収量

エネルギー回収量（年間の発電電力量及び熱利

用量）

指標
現状（割合） 目標（割合）

（令和５年度） （令和12年度）

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）
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(4) 生活排水の処理の目標 

生活排水処理については、表２に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくものと

する。 

表２ 生活排水処理に関する現状と目標 

  令和3年度実績 令和12年度目標 

処理形態別人口 

公共下水道 1,260人（7.2％） 1,060人(6.9％) 

合併処理浄化槽 6,172人（35.4％） 7,492人(48.6%) 

未処理人口 10,005人（57.4％） 6,858人(44.5%) 

合計 17,437人 15,410人 

し尿・汚泥の量 

汲み取りし尿量 2,204㎘ 2,153㎘ 

浄化槽汚泥量 7,224㎘ 6,292㎘ 

合計 9,428㎘ 8,445㎘ 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

 

本計画目標達成時の一般廃棄物の処理状況フローは、図４のとおりとする。 

  

図４ 生活排水の処理状況フロー（令和12年度） 

  

総人口

15,410人

汚水衛生処理人口

8,552人

（55.5％）

公共下水道

1,060人

（6.9％）

合併処理浄化槽

7,492人

（48.6％）

未処理人口

6,858人

（44.5％）

単独処理浄化槽
4,500人

（29.2％）

非水洗化人口
2,358人

（15.3％）

浄化槽汚泥発生量 

6,292㎘ 

し尿発生量 

2,153㎘ 

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。 
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３ 施策の内容 

(1) 発生抑制、再使用の推進 

 ア 有料化 

   現在、一般廃棄物処理の有料化（指定袋による生活系ごみ及び粗大ごみの有料収集）を実施して

いる。今後は排出量の状況や減量化目標の達成状況等を注視しながら、必要に応じて価格の見直し

について検討する。 

 イ 環境教育、普及啓発、助成 

   住民、事業者に対してごみの減量化・再生利用、さらにはごみの適切な出し方に関する啓発を徹

底するとともに、啓発が効果的なものとなるよう関係団体とも協力しつつ、新たな啓発手法を検討

する。また、ごみの減量化に関する社会意識を醸造するため、教育現場や地域社会の場において、

副読本を活用した教育やごみ処理施設の見学会などの教育啓発活動に積極的に取り組むものとする。 

①   環境教育    

地域の公民館などでリサイクルやごみ減量化に関する講習会を開催し、担当職員を派遣するなど

し、住民とのコミュニケーションを図る。または資料等を作成し、住民に周知する。 

②   啓発 

「広報とば」、市ホームページ等を通じて、ごみの減量・資源化のための情報発信・提供を推進

する。「ごみ収集カレンダー」の周知を図るとともに、教育機関と連携した「ＱＲコードを利用し

た適正なごみ分別支援」により対策を実施する。 

③   助成 

   ボランティアによりごみ拾い等を実施していただいている住民・団体に対し支援するとともに、

積極的に取り組んでいただいている方々に市から表彰するなどして、環境問題に積極的に取り組ん

でいただく土壌を生成する。 

ウ マイバッグ運動・レジ袋対策 

  買い物袋（マイバッグ）持参運動を推進するとともに、小売店・スーパー等に対して過剰包装の

自粛を働きかける。また、各種団体と協力してレジ袋無料配布中止に取り組んでいるが、さらなる

拡大に努める。 

エ ごみ分別の推進 

  適正な分別への協力やごみ減量に関する市民周知に関しては、「ごみ収集カレンダー」の全戸配

布を図るほか、「広報とば」、市ホームページ等により周知活動を行い、更なる分別協力度や分別

精度の向上を図る 

オ 生活排水対策 

本市の水環境を保全するためには、まず一人一人の環境に対する意識を高めることが必要で

ある。 

〇毎年１回の浄化槽の清掃を徹底するよう啓発する。 

〇法定検査の受検を徹底するよう啓発する。 

〇排水口からごみを流さないよう水切り袋の設置等を啓発する。 

〇合併処理浄化槽への転換をより推進するため市の浄化槽設置整備補助事業の周知をする。 
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＜上記を推進するためのポイント＞ 

・市民・地区・行政など多くの人々とともに推進する。 

・事業から運動へと展開させる方策を工夫しながら進める。 

・環境教育を関係機関と連携をとりながら積極的に進める。 

・環境全般に目を向けた施策に取り組む 

 

(2) 処理体制 

ア 生活系ごみの処理体制の現状と今後 

生活系ごみの分別区分及び処理方法の現状と今後については、表３のとおりである。  

   現状、可燃ごみについては、すべて｢やまだエコセンター｣の高効率ごみ発電施設で焼却処理

を行い、スラグ・メタルを回収し、溶融飛灰について民間事業所に最終処分を委託している。 

   今後は、現状の処理体制を維持しつつ情勢を注視していく。 

 イ 事業系ごみの処理体制の現状と今後 

   事業系ごみは、事業者自らが減量化し、生活系ごみの分別区分に準じて「やまだエコセンタ

ー」へ持ち込み、あるいは委託業者が収集し処理を行っている。   

今後、事業者に対しては、資源及び環境に配慮した事業活動、商品づくり及び流通システム

づくりの推進を要請していく。 

 ウ 一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

   現在、産業廃棄物の処理は行っていない。 

   今後についても、現状を維持しつつ情勢を注視していく。 

 エ 生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、引き続き、下水道が整備されていない人口散在地域等で合併浄化槽

の整備を進めていく。 

また、し尿、浄化槽汚泥については、現在、し尿処理施設において処理し、生じた汚泥を脱水後、

たい肥化を行い、再生利用しているが、より良い対応方法については鳥羽志勢広域連合、構成市町

と協議及び調整していく。 
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表３ 生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後 
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(3)処理施設等の整備 

 ア 廃棄物処理施設の整備 

上記(2)の表３に示した処理体制で処理を行うため、表４のとおり必要な施設整備を行う。 

 

表４ 整備事業する処理施設 

 

（整備理由） 

    現在、鳥羽志勢広域連合「やまだエコセンター」にて生活系の可燃ごみ、粗大ごみ、資源ごみ

の中間処理を行っているが、資源ごみについては、収集後に稼働を停止した鳥羽市清掃センター

内の焼却施設敷地内に分別のために一時仮置きしてから搬出している。 

今後、分別の細分化によりリサイクル率を向上させることを目的として、焼却施設の跡地を活

用してストックヤード施設を設けることにより、収集・運搬を効率的・効果的に実施するため整

備するものである。 

   

 

イ 合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表５のとおり行う。 

表５ 合併処理浄化槽への移行計画 

事 業 

直近の整備済 

基数（基） 

(令和3年度) 

整備計画 

基 数 

(基) 

整備計画 

人 口 

(人) 

事業期間 
国土強

靭化 

浄化槽設置整備事業 2,958 
528 

(うち補助対象182) 

1,321 

(うち補助対象455) 
R5～R11 - 

合計 2,958 528 1,321   

 

  

事業
番号

整備施設種類
施設名

事 業 名 処理能力 設置予定地
事業期間

（全体事業期間）
国土強靭化

プラ要件
化の経過
措置の適
用事業

1
ストックヤード

（仮名）鳥羽市ストックヤード

マテリアル
リサイクル
推進施設
整備事業

約22t/日
鳥羽市松尾町字
西片ビタ1240番
9、23

R９～R11
（R９～R11）

- -
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(4）施設整備に関する計画支援事業 

（3）の施設整備に先立ち、表６のとおり計画支援を行う。 

表６ 施設整備に関する計画支援事業 

 

 

(5）その他の施策  

地域循環型社会の形成を推進するために次の施策を実施する。 

ア 再生利用品の需要拡大事業 

  生ごみの減量化及び再利用の推進のため「ひなたぼっこ（生ごみたい肥）事業」を推進し、また

生ごみ処理機を利用することにより、焼却処分量の減量化に努める。 

 

イ 廃家電・使用済み小型家電のリサイクルに関する普及啓発  

廃家電のリサイクルは、特定家庭用機器再商品化法に基づく適切な回収、再商品化がなされるよ

う関連団体や小売店などと協力して普及啓発する。 

 

ウ 不法投棄対策   

不法投棄を未然に防ぐため、地域や警察と連携し、事業者や周辺住民の協力のもと、監視・指導・

防止体制の強化、定期的な清掃や看板等を設置して、不法投棄が行われないような環境づくりを推

進する。また、こうした活動を行う住民団体や事業者などを積極的に支援し、不法投棄の撲滅に努

めるものとする。 

 

エ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

災害等（市町村等が設置する一般廃棄物処理施設等の事故及び故障等を含む）に伴い発生した災

害廃棄物は、本市の地域防災計画に基づき平成29年度に策定した「鳥羽市災害廃棄物処理計画」に

より、多量に発生するごみの処理や一時保管等具体的内容を明確にした。災害時には、平成16年10

月29日から適用されている「三重県災害等廃棄物処理応援協定書」に基づいて、三重県・鳥羽志勢

広域連合・周辺自治体のほか廃棄物処理業者等の支援・協力を得ながら、災害廃棄物を迅速かつ円

滑に除去するとともに、適正に処理処分する。また、必要に応じて「鳥羽市災害廃棄物処理計画」

の見直しを行うとともに、その運用マニュアルの策定等を行うものとする。 

なお、災害発生時に備えて平常時に、三重県及び三重県内の各市町等で構成する三重県清掃協議

会を通じて、災害廃棄物処理対策に関する情報交換や連絡を行うことにより、三重県・鳥羽志勢広

事業
番号

整備施設種類
施設名

事業期間
プラ要件化の

経過措置の適

用事業

1
ストックヤード整備（事業番号1）

に係る解体工事調査設計等
R7～R8 -

2
ストックヤード整備（事業番号1）

に係る基本設計事業
R10 -

解体工事設計、成分調査

ストックヤード建設工事設計

事業内容
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域連合・周辺自治体と連携した円滑な相互支援・協力体制の整備を図るとともに、一時保管場所及

び処理・処分場所の確保に努め、機材・人員配置、地元対策などの調整を行うものとする。 

 

オ 海岸漂着物対策 

「三重県海岸漂着物対策推進計画」において最重点地区に指定されている区域については、海岸管

理者、県、市町が民間団体等と連携し、清掃活動を拡大・活性化するとしており、市の役割として回

収、分別、運搬及びごみ処理施設における受入・処理に係る支援、協力等としている。 

本市においても、三重県の「三重県海岸漂着物対策推進計画」に基づき、近隣市町とも連携し協力

体制を構築する。 

 

４ 計画のフォローアップと事後評価 

(1) 計画のフォローアップ 

本市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、三重県及

び国と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 

 

(2) 事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事後

評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとする。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。 



循環型社会形成推進地域計画の添付書類一覧

(添付資料）・

・ 地域内の施設の現況と予定（位置図）

　参考資料様式８

　計画支援概要

◎

○　様式１　循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表１

○　様式２　循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

　　　添付１　対象地域図

循環型社会形成推進地域計画

　　　添付２　各施設のハザードマップ

　　　　　　（地域内の計画事業を年度ごとにまとめたもの）

　施設整備に関する計画支援事業

◇ その他参考資料

指標と人口等との要因に関するトレンドグラフ(計画開始前5年～12年程度か
ら計画終了年度まで各年ごと)

対象とする施設整備、事業使用する様式

浄化槽設置整備事業及び公共浄化槽等整備推進事業

参考資料様式１
施設概要(マテリアルリサイクル施
設系)

マテリアルリサイクル施設系

参考資料様式７
施設概要（浄化槽系）



0

鳥羽市管内図

添付１ 対象地域



添付２
各施設のハザードマップ

鳥羽市清掃センター



鳥羽市菅島一般廃棄物最終処分場、菅島生ごみ処理施設



鳥羽市答志島清掃センター



鳥羽市神島生ごみ処理施設



鳥羽市坂手生ごみ処理施設



やまだエコセンター



【様 式 １】

１　地域の概要
（１）地域名

（４）構成市町村等名

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

令和６年度
3,633 2,771 2,925 3,289 3,247 3,100

3.11 2.42 2.62 3.01 3.05 3.43

5,292 5,035 4,701 4,705 4,443 4,300

515 446 451 485 462 400

8,925 7,806 7,626 7,994 7,690 7,400

127 (1.4%) 134 (1.7%) 138 (1.8%) 114 (1.4%) 114 (1.5%) 120 (1.6%)

1,791 (19.4%) 1,584 (19.7%) 1,564 (19.9%) 1,571 (19.1%) 1,395 (17.6%) 1,525 (20.0%)

エネルギー回収量 1,909 1,874 1,808 1,849 2,030 1,880

減量化量 7,476 (83.8%) 6,514 (83.4%) 6,351 (83.3%) 6,676 (83.5%) 6,446 (83.8%) 集計中 6,005 (81.1%)

最終処分量 89 (1.0%) 69 (0.9%) 91 (1.2%) 97 (1.2%) 76 (1.0%) 70 (0.9%)

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

埋立最終処分量（トン）

再生利用量
直接資源化量（トン）

集計中
総資源化量（トン）

エネルギー回収量（年間の発電電力量　MWH）

減量化量（中間処理前後の差　トン）

排出量

事業系　総排出量（トン）

集計中

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

合計     事業系家庭系の総排出量合計（トン）

指標・単位
年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合） 目　標

令和１年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和12年度

鳥羽市 （５）地域の要件* 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれる場
合、当該組合の状況

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

循環型社会形成推進交付金事業実施計画　総括表１

鳥羽市 （２）地域内人口 17,437　人 （３）地域面積 107.34　㎢



３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月

ごみ焼却施設 鳥羽市清掃センター 鳥羽市 機械化バッチ燃焼方式
45ｔ/日

（22.5ｔ/8ｈ×2炉）
S56.1 H26.3 R9.8

破砕処理施設 鳥羽市清掃センター 鳥羽市 破砕処理 20ｔ/5ｈ S53.3 H26.3

埋立処分施設 鳥羽市清掃センター 鳥羽市 サンドイッチ方式 200,000㎥ S56.1 H26.3

埋立処分施設
鳥羽市菅島一般
廃棄物最終処分

場
鳥羽市 セル方式 13,000㎡ H2.3 R6.2

ごみ焼却施設
鳥羽市答志島清

掃センター
鳥羽市 機械化バッチ燃焼方式 8ｔ/日 H6.3 H31.4

生ごみ堆肥化施設
鳥羽市菅島生ご

み処理施設
鳥羽市  減溶化 0.6ｔ/日 H11.3

生ごみ堆肥化施設
鳥羽市神島生ご

み処理施設
鳥羽市  減溶化 0.5ｔ/日 H12.3

生ごみ堆肥化施設
鳥羽市坂手生ご

み処理施設
鳥羽市  減溶化 0.5ｔ/日 H12.3

リサイクルセンター やまだエコセンター 鳥羽志摩広域連合
破砕、選別、圧縮
成型、梱包、貯留

47.0 t/5h H26.3

ごみ焼却施設 やまだエコセンター 鳥羽志摩広域連合 ピットアンドクレーン方式

95.0t/日
（47.5t/24h×2

炉）
H26.3

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無

（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と対
策

プラスチック再商
品化を実施するた
めの施設整備事

業

備考

マテリアルリサイク
ル施設

(仮称)鳥羽市ス
トックヤード

鳥羽市 一時保管 約22t/日 R12.3
収集運搬の効率化へ向

けた拠点整備のため

有
(鳥羽市清掃センター焼

却施設）
R9.8～R11.3

（浸水深0.0m）
浸水想定なし

-

（浸水深0.0m）浸水想定なし

（浸水深0.0m）浸水想定なし

想定される浸水深と対策 備考

（浸水深0.0m）浸水想定なし

（浸水深0.0m）浸水想定なし

（浸水深0.0m）浸水想定なし

（浸水深2.0～5.0m）施設への浸水により施設が
利用出来ない場合は、可燃ごみとして処理を行
う。

（浸水深5.0～10.0m）施設への浸水により施設が
利用出来ない場合は、可燃ごみとして処理を行
う。

（浸水深0.0m）浸水想定なし

（浸水深0.0m）浸水想定なし

（浸水深2.0～5.0m）廃止のため浸水想定なし



４　生活排水処理の現状と目標

目　標

指標・単位 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和12年度

総人口 19,013 18,616 18,271 17,850 17,437 17,033 16,649 集計中 15,410

1,501 1,470 1,419 1,365 1,260 1,225 1,271 集計中 1,060

7.9% 7.9% 7.7% 7.6% 7.2% 7.2% 7.6% 6.9%

0 0 0 0 0 0 0 集計中 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0 0 0 0 0 0 0 集計中 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

6,104 6,191 6,207 6,116 6,172 6,128 6,208 集計中 7,492

32.1% 33.3% 34.0% 34.3% 35.4% 36.0% 37.3% 48.6%

未 処 理 人 口 11,408 10,955 10,645 10,369 10,005 9,680 9,170 6,858

 ※ 別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。（別紙参考を参照）

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

基　　数 処理人口 開始年月 基  　数 処理人口 目標年次

鳥羽市 2,958 6,172 H6.4 182 455 R12

 ※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

過　去　の　状　況　・　現　状

公 共 下 水 道  汚水衛生処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

集 落 排 水 施 設 等  汚水衛生処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

備    考

コミュニティ・プラント  汚水衛生処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合 併 処 理 浄 化 槽 等
 汚水衛生処理人口

汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

 汚水衛生未処理人口

施 設 種 別 事業主体
現 有 施 設 の 内 容 整備予定基数の内容

浄化槽設置整備事業



R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

事業所 1170 1144 1118 1091 1066 1,041 1,017 993 970 947 925 903

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

トン 3,633 2,771 2,925 3,289 3,247 3,226 3,205 3,184 3,164 3,143 3,123 3,100

可燃ごみ トン 3,599 2,744 2,898 3,254 3,212 3,191 3,170 3,149 3,129 3,108 3,088 3,065

不燃ごみ トン 5 9 7 7 10 10 10 10 10 10 10 10 

資源ごみ トン 29 18 20 28 25 25 25 25 25 25 25 25 

粗大ごみ トン - - - - - - - - - - - - 

ﾄﾝ/事業所 3.11 2.42 2.62 3.01 3.05 3.10 3.15 3.21 3.26 3.32 3.38 3.43

事業所数

※　推計には、令和３年度 経済センサス-活動調査結果を用いており、R3以外の値は推計値である。

【事業系ごみの実績と予測】
実績 予測

事業系ごみ　総排出量

1事業所当たりの排出量

様式１添付１

指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ

【事業所数の実績と予測】
実績　※ 予測
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可燃ごみ 不燃ごみ 資源ごみ 粗大ごみ 1事業所当たりの排出量

（トン） （ﾄﾝ/事業所）

事
業
系
ご
み

排
出
量

一
事
業
所
当
た
り
の
排
出
量

実績 予測



R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

人 18,371 17,850 17,437 17,033 16,649 16,483 16,318 16,155 15,993 15,833 15,675 15,410

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

トン 5,292 5,035 4,701 4,705 4,443 4,423 4,402 4,382 4,362 4,342 4,322 4,300

可燃ごみ トン 4,567 4,327 4,004 4,012 4,443 3,754 3,736 3,719 3,702 3,685 3,668 3,649

不燃ごみ トン 158 156 162 160 141 140 140 139 138 138 137 137

資源ごみ トン 567 552 535 533 531 529 526 524 521 519 517 514

粗大ごみ トン - - - - - - - - - - - - 

kg/人 515 446 451 485 462 442 440 438 436 434 432 400

実績 予測

人口

【生活系ごみの実績と予測】
実績 予測

生活系ごみ　総排出量

1人当たりの排出量

【人口の実績と予測】
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R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

トン 1,791 1,584 1,564 1,571 1,395 1,413 1,432 1,450 1,469 1,488 1,507 1,525

直接資源化量 トン 127 134 138 114 114 115 116 117 117 118 119 120

処理後再生利用量 トン 1,664 1,450 1,426 1,457 1,281 1,298 1,316 1,334 1,352 1,370 1,388 1,405

％ 19.4 19.7 19.9 19.1 17.6 17.9 18.3 18.6 19.0 19.4 19.8 20.0

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

トン 7,476 6,514 6,351 6,676 6,446 6,405 6,365 6,325 6,285 6,245 6,206 6,005

実績 予測

総資源化量

リサイクル率

【減量化量の実績と予測】

実績 予測

減量化量

【再生利用量の実績と予測】
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R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

トン 89 69 91 97 76 75 74 73 73 72 71 70

直接最終処分量 トン - - - - - - - - - - - - 

処理後最終処分量 トン 89 69 91 97 76 75 74 73 73 72 71 70

【最終処分量の実績と予測】

実績 予測

最終処分量

 -

R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

直接最終処分量 処理後最終処分量
（トン）

最
終
処
分
量

実績 予測



         様式１添付２               地域内の施設の現況と予定（位置図） 

①

②

③

④

鳥羽市管内図

⑤

⑥

⑦

番号 名称 備考
① 鳥羽市役所
② 鳥羽市清掃センター
③ 鳥羽市菅島一般廃棄物最終処分場 廃止
④ 鳥羽市答志島清掃センター 廃止
⑤ 鳥羽市菅島生ごみ処理施設
⑥ 鳥羽市神島生ごみ処理施設
⑦ 鳥羽市坂手生ごみ処理施設



様式１添付３

【添付資料】指標と人口等の要因に関するトレンドグラフ
平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

総人口（人） 19,013 18,616 18,271 17,850 17,437 17,033 16,649 16,483 16,318 16,155 15,993 15,833 15,675 15,410

 汚水衛生処理人口（人） 6,104 6,191 6,207 6,116 6,172 6,128 6,208 6,406 6,591 6,782 6,979 7,182 7,390 7,492

 汚水衛生未処理人口（人） 11,408 10,955 10,645 10,369 10,005 9,680 9,170 8,934 8,597 8,256 7,911 7,562 7,209 6,858

 汚水衛生処理率又は汚水処理
人口普及率（％）

32.1% 33.3% 34.0% 34.3% 35.4% 36.0% 37.3% 38.9% 40.4% 42.0% 43.6% 45.4% 47.1% 48.6%
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様式１添付４
生活排水処理構想エリアマップ

【添付資料】

計画地域内の施設の状況

令和5年度～11年度



【様 式 ２】

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

令和
11年度

令和
5年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
8年度

令和
9年度

令和
10年度

令和
11年度

600,000 0 0 0 0 270,000 270,000 60,000 570,000 0 0 0 0 255,000 255,000 60,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ選別施設整備 0 0

破砕・選別施設整備 0 0

不要品再生施設整備 0 0

展示施設整備 0 0

600,000 0 0 0 0 270,000 270,000 60,000 570,000 0 0 0 0 255,000 255,000 60,000

鳥羽市ストックヤード整備 1 鳥羽市 1000 ㎥ R9 R11 600,000 270,000 270,000 60,000 570,000 255,000 255,000 60,000 解体R9～10含む

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分別回収拠点整備 0 0

小規模ストックヤード整備 0 0

簡易プレス機整備 0 0

ごみ収集車整備 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

95,550 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650 95,550 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650

鳥羽市 182 基 R5 R11 95,550 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650 95,550 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650 13,650

0 0

18,000 0 0 8,000 8,000 0 2,000 0 18,000 0 0 8,000 8,000 0 2,000 0

鳥羽市 R7 R10 18,000 8,000 8,000 2,000 18,000 8,000 8,000 2,000

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

713,550 13,650 13,650 21,650 21,650 283,650 285,650 73,650 683,550 13,650 13,650 21,650 21,650 268,650 270,650 73,650

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式３の施設整備に関する事業番号と一致させること。また、様式３に示す施策のうち関連するものがあれば、合わせて番号を記入すること。
※２ 広域連合、一部事務組合等については、欄外に構成する市町村を注記すること。
※３ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※４ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。

合     　　計

○し尿処理に関する事業

汚泥再生処理センター整備

コミュニティ・プラント整備

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備

公共浄化槽等整備推進

○施設整備に関する計画支援に関する事業

鳥羽市ストックヤード整備に係る計画支援事業

○廃棄物処理施設における長寿命化総合計
画策定支援に関する事業

○災害廃棄物処理計画策定支援に関する事
業

最終処分場再生事業

○エネルギー回収等に関する事業

エネルギー回収施設整備

メタンガス化施設整備

ごみ燃料化施設整備

その他の施設整備等（施設名記載）

○有機性廃棄物リサイクルに関する事業

ごみ飼料化施設整備

ごみたい肥化施設整備

○最終処分に関する事業

最終処分場整備

○マテリアルリサイクル等に関する事業

リサイクルセンター

ストックヤード整備

容器包装リサイクル推進施設

灰溶融施設整備

サテライトセンター整備

その他の施設整備等（施設名記載）

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２

事　業　種　別 事業
番号
※１

事業主体
名　　　称

※２

規　模
事業期間
交付期間

総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）
備　　考





【参考資料様式７】

施設概要（浄化槽系）

都道府県名　三重県　

令和５年度 ～ 令和11年度

○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

　【浄化槽設置整備事業の場合】

総事業費 交付対象
事業費

98　基 （245人分） 32,536,000 32,536,000 32,536,000

77　基 （193人分） 31,878,000 31,878,000 31,878,000

7　基 （17人分） 3,836,000 3,836,000 3,836,000

11～20人槽 （　　人分）

21～30人槽 （　　人分）

31～50人槽 （　　人分）

51人槽以上 （　　人分）

182　基 54,600,000 10,920,000 10,920,000

182　基 19,530,000 16,380,000 16,380,000
改築費

（長寿命
化）

0　基

182　基 （455人分） 142,380,000 95,550,000 95,550,000
合計

8～10人槽

宅内配管費

撤去費

浄化槽整備効
率化事業費

台帳作成費

計画策定等調査費

効果的な転換促進及び管理適
正化推進費

区分
交付対象基数

基準額合計
（　　　人分）

5人槽

6～ 7人槽

(4）事業期間

(5) 事業対象地域の要件
□人口　□面積　□沖縄　■離島　□奄美　□豪雪

■山村　■半島　■過疎　□その他

(6) 事業計画額
交付対象事業費　　　95,550千円

(1)  事業主体名 鳥羽市

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業

(3) 事業の実施目的及び内容

生活排水による公共水域の水質汚濁を防止するた
め、処理対象人口10人以下の住宅で、処理後の放流
水が生物化学的酸素要求量（以下「ＢＯＤ」とい
う。）の除去率が90パーセント以上、ＢＯＤ20ｍｇ
/ℓ（日間平均値）以下の機能を有する浄化槽のうち
「合併処理浄化槽設置整備事業における国庫補助指
針」（平成4年10月30日付け厚生省生活衛生局水道
環境部環境整備課浄化槽対策室長通知）が適用され
る浄化槽を設置整備することにより、生活環境の保
全及び公衆衛生の向上を図る。
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